
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方独立行政法人筑後市立病院 

令和６事業年度に係る業務実績に関する評価結果 

 

 
 
 
 
 
 
 

小項目評価 参考資料 
 

本資料は、地方独立行政法人法第２８条第１項に基づき、地方独立行政法人筑後市立病院から 

提出された「令和６事業年度に係る業務実績報告書」に基づき、地方独立行政法人筑後市立 

病院評価会議の小項目評価結果を附加したものである。 
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筑後市立病院の概要  
     

１．現 況 

① 法 人 名       地方独立行政法人筑後市立病院 
② 所 在 地       筑後市大字和泉９１７番地１ 

③ 役員の状況       下表のとおり 

役職名 氏 名 備 考 

理事長 髙森 信三 院 長 

副理事長 梶原 雅彦 副院長 

理 事 大塚 まり子 看護部長 

理 事 佐藤 敏信  

理 事 馬場園 明  

理 事 小川 美也子  

監 事 馬場 範夫  

監 事 木庭 雄二  

（2025 年３月 31 日現在） 

④ 設置・運営する病院   下表のとおり 

病院名 筑後市立病院 

主な役割及び機能 ○急性期医療を担う地域における中核病院 
○救急告示病院 
〇第二種感染症指定医療機関 

○臨床研修指定病院 
○災害拠点病院 
〇地域医療支援病院 

○日本医療機能評価機構認定病院 

所在地 筑後市大字和泉９１７番地１ 

開設年月日 2011 年４月１日 
（1949 年 羽犬塚町立病院開設） 

許可病床数 233 床（一般 231 床、感染症２床） 

診療科目 
（22 診療科） 

内科、消化器内科、呼吸器内科、循環器内科、 
内分泌・代謝内科、小児科、放射線科、外科、 
整形外科、泌尿器科、眼科、産婦人科、 
耳鼻咽喉科、麻酔科、リハビリテーション科、 
心臓血管外科、消化器外科、脳神経外科、 
皮膚科、救急科、神経内科、呼吸器外科 

敷地面積 19,177.38 ㎡ 
 

 

建物規模 病院本体（延床面積） 15,240.01 ㎡ 
設備棟（延床面積）    576.00 ㎡ 

鉄骨鉄筋コンクリート造 地上 5 階建 

 
⑤ 職員数等の状況    下表のとおり 

常勤職員数 331 人 （対前年度増減数：＋4 人） 

平均年齢 44.4 歳  

（2025 年３月 31 日現在） 

注）常勤職員は、正規職員（市からの派遣職員を含む）及びフルタイム（８
時 15 分～17 時 00 分）勤務の準職員とする。 

２．基本的な目標等 

当院は、地域住民に救急医療及び高度医療をはじめとした医療を提供するとと
もに、地域の医療機関及び筑後市と連携して、住民の健康の維持及び増進に寄与
することを目的に設置された。 

第４期中期目標期間においては、2024 年度から施行された働き方改革関連法
に基づき、医師が働きやすい就労環境として変則勤務の運用を開始し、医師の負
担軽減に向けた取り組みを進めている。 

また、効率的な医療提供体制を図るため、今後の適正な病棟・病床数を検討し、
199 床に減床する病床再編計画を策定した。 

引き続き安心で質の高い医療を提供し、患者に信頼される医療機関を目指す。 

基本理念 ｢生涯研修・生涯奉仕｣ 

○ 地域と連携を深め、中核病院としての機能充実をはか
ります。 

○ 生涯研修の精神で、常に自己研鑽に努め、高度な先進
的・最適医療を実践します。 

○ 人格を尊重し、博愛と生涯奉仕の精神で信頼と安心が
得られる医療を提供します。 

基本方針 ○ 患者中心、患者第一を最優先に考えた医療を提供しま
す。 

○ 地域医療のニーズを常にとらえ、変化に対応できる病
院をめざします。 

○ 住民の健康管理に積極的に取り組み、地域連携を推進
します。 

○ 人に尽くすことに誇りを持ち、互いに切磋琢磨しなが
らチームワークで医療に取り組みます。 
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全体的な状況  
     

１．法人の総括と課題 

2024 年度は、第４期中期目標期間の２年目にあたる年であり、国が進める医
療制度改革への的確な対応が引き続き求められた。地域の中核病院である公的医
療機関として、近隣医療機関との連携を深めながら、住民の命と暮らしを支える
役割を果たすべく、全職員が一丸となって業務に取り組んだ。 

病院運営においては、2024 年４月から施行された「医師の働き方改革」のた
め、2023 年度に決定した土曜外来休診及び医師の変形労働時間制度の導入を本
格運用した。 

医療体制については、複数の大学訪問や医師への個別アプローチを通じて循環
器内科においては非常勤医師を１名確保し、救急医療体制の維持に努めた。また、
医療の質向上と業務効率化を目的に、電子処方箋及び胸部レントゲンにおけるＡ
Ｉ診断支援を導入し、診療の精度と迅速性の向上を図った。検疫感染症患者等に
係る医療機関との協定や感染症法に基づく医療措置協定として 15 床の受入病床
を確保するなど新興感染症に対する体制を整えた。 

今後の適正な病棟数・病床数を検討するため、将来的な地域医療構想や人口動
態を踏まえた試算及びシミュレーションに基づき検討協議を重ね、199 床へ減床
する病床再編計画を策定した。関係機関との調整を経て、2025 年 3 月に保健所
へ病床数変更の届出を行った。 

経営面では、診療報酬改定の年でありベースアップ評価料を６月より算定し、
職員の賃金改善を図った。土曜日外来休診の影響で患者数の減少が予想される
中、外来延患者数は 67,172 人と前年度比 2.3％の減少、診療報酬請求額も前年度
比 4.2％減少した。一方、入院診療については、急性期の平均在院日数が前年度
比＋2.0 日、回復期の平均在院日数が＋0.6 日となったことで年間の延患者数は
56,052 人と前年度比で 1.7％の増加となり、請求額も前年度比 1.4％増加となっ
た。 

これらの影響により、2024 年度の決算では経常収支比率が 93.1％となり前年
度比で 1.5 ポイント改善したが、純損失は約３億 1,755 万円（前年度比▲4,750
万円）となり、２年連続の赤字となった。 

今後の課題としては、収支構造の見直しとともに、診療機能の最適化、職員の
働きやすい環境づくり、地域医療との連携強化が求められている。特に、診療報
酬制度改定への対応やＤＰＣ係数の改善が収益向上における重要な課題となっ
ており、病院運営において柔軟かつ果断な判断が必要となる。2024 年度におい
ては、収支改善に向けた取り組みを強化し、９月には「収支改善計画」を策定し
た。計画が予定通りに進捗すれば、2026 年度には 4,000 万円の黒字となる見込
みである。2025 年度に向けては、持続可能な医療提供体制の確保と経営基盤の
安定化を図るべく、引き続き効率的かつ効果的な病院運営に努めていく。 

 

２．大項目ごとの特記事項 

⑴ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する取組み 

〇 救急医療体制の維持のため大学訪問や退職予定医師への個別アプローチ
等の活動を継続して行い、循環器内科の非常勤医師を１名確保した。 

〇 将来予想される圏域の医療資源不足に対して八女・筑後公立病院連携強化
協議会を発足させ、８月及び 12 月に協議検討を行った。 

〇 今後の適正な病棟・病床数を検討するため、試算等に基づき協議を重ね、
199 床に減床する病床再編計画を立てた。その後、関係機関との調整を経て、
３月に保健所へ病床数変更の届出を行った。 

〇 ＤＭＡＴ隊員の体制強化のため、新たに２名がＤＭＡＴ隊員の業務調整員
の講習を受けた。 

〇 新型コロナウイルス感染症に対する医療提供体制を継続し、118 人の入院
を受け入れた。 

〇 医師が働きやすい就労環境を整備し、４月から変則勤務の運用を開始し
た。また、複数の大学と医師派遣について協議を行った。 

〇 カスタマーハラスメント対策の一環として名札の変更を行った。また、職
員からのハラスメント報告に対し、厳正な対応を行った。 

〇 地域住民の健康意識の向上と、地域に根差した情報発信を目的として出前
講座を市外含め６か所（参加者合計 154 名）で開催した。 

⑵ 業務運営の改善及び効率化に関する目標の達成に関する取組み 

〇 業務改善計画を策定し実施するとともに、人員不足対策として、胸部レン
トゲンのＡＩ診断をはじめとする医療ＤＸ化に取り組んだ。 

〇 認定看護師の資格取得に向けて、受講者定数枠の拡充等柔軟に対応し、皮
膚・排泄ケア及び認知症看護について、各 1 名が資格取得した。 

⑶ 財務内容の改善に関する目標の達成に関する取組み 

〇 令和６年度診療報酬改定については、ベースアップ評価料を６月より算定
し、職員の賃金改善を図った。また、改定が減収となる見込みだったため、
収益確保に向けＤＰＣ機能係数Ⅱの向上及び医師へ新規入院患者受入の促
進を図った。 

〇 地域包括ケア病棟の転棟率や重症度、医療・看護必要度の基準の遵守等を
考慮した病床管理を行った。また、よりタイムリーなベッドコントロールを
目的として、日次の看護部ミーティングを開始した。 

〇 感染症指定医療機関運営費補助金及びオンライン資格確認等の導入に係
る助成金を活用した。また、病床削減に伴う病床機能再編支援事業の単独支
援給付金の申請を行った。 

⑷ その他業務運営に関する重要事項 

〇 「医師の働き方改革」への対応及び公立八女総合病院等との連携、病児保
育事業、感染対策等については、密に市の担当者と連絡を取り、協議を行っ
た。 
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項目別の状況  
     

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
     

１ 良質な医療の提供  ⑴ 救急医療体制の維持 
     

中期目標 中期計画 

○ 他の医療機関との連携などを検討、実施していく中で、地域
の中核病院である公的医療機関としての役割を果たすことによ
り、地域住民に対して提供する救急医療体制を維持していくこ
と。 

○ 圏域における救急医療体制を維持するため医師会をはじめとした久留米大学病院などの３次救
急医療機関や公立八女総合病院などの圏域の救急病院と役割分担・機能分化の協議・連携を行う。 

○ 医師の働き方改革に伴う宿日直体制の見直しを行うなど、限られた医療資源を有効活用できる
対策を講じ、２次救急医療機関としての役割を果たす。 

     

年度計画 
法人の自己評価 市の評価 

実施状況等（評定を付した理由） 評定 評定 評定を付した理由 

ａ 医師等の確保に最善を尽くす。 a 久留米大学以外の大学訪問や退職予定医師への個別
アプローチ等の活動を継続して行った。医師派遣につ
いては、幅広く声掛けした結果、循環器内科の非常勤医
師を１名確保できた。 

４ 4 

 

救急応需率は計画値
には達していないが、
前年度から 3.0 ポイン
ト改善している。 

また、消防機関や公
立八女総合病院と連携
のための協議、共有を
図り、医師の派遣に尽
力し、非常勤医師を 1
名確保する等、2 次救急
医療機関として体制を
維持している。 

圏域の救急病院との
役割分担、機能分化に
ついては、今後も引き
続き協議、連携を進め
てもらいたい。 

ｂ 救急応需率の維持向上のため、不応需事例を検証し対策する。 ｂ 症例検討会にて、受入対象患者の基準を筑後市消防
本部と共有した。また、手術対応不可や感染症病床満床
等の受け入れ困難時は、消防本部と連絡を取り、当院の
受入状況を発信した。 

ｃ スタッフの知識および技術の維持向上を図る。 ｃ ＢＬＳ（ベーシック・ライフ・サポート）プロバイダ
ー研修を２回実施し、参加した 10 名全員が資格を取得
した。 

ｄ 救急応需率、病床利用率、医師の働き方改革の影響等を踏ま
え、救急受入に関する方針を検討する。 

ｄ 救急蘇生委員会にて検討を重ねたが、詳細な方針決
定には至らなかった。引き続き模索する。 

ｅ 将来予想される圏域の医療資源不足については、八女・筑後
公立病院連携強化協議会で協議し検討する。 

ｅ ５月に八女・筑後公立病院連携強化協議会を発足さ
せ、８月及び 12 月に協議検討を行った。 

 ・ 成果指標は「救急応需率」が計画に未達だったが、い
ずれも前年度より向上した。また、実施状況も前年度同
等だったため、前年度の「市の評価」である「４（計画
を順調に実施している）」とした。 

     

種 別 番号 指 標 方向性 
2022 2023 2024 

実 績 実 績 計 画 実 績 達成率 増 減 

成 果 
① 筑後市消防本部の八女筑後医療圏内医療機関への搬送率 ↗ 67.8％ 69.7％ 68.0％以上 72.7％ 106.9％ ＋3.0ｐ 
② 救急応需率 ↗ 88.4％ 89.4％ 95.0％以上 92.4％ 97.3％ ＋3.0ｐ 

活 動 
❶ 救急隊との症例検討会や他医療機関等との連絡会等の開催回数 ↗ 2 回 2 回 2 回以上 2 回  ±0 回 
❷ ＢＬＳ研修の開催回数 ↗ 3 回 2 回 1 回以上 4 回  ＋2 回 

参 考 

－ 筑後消防搬送人員数 － 2,145 人 2,333 人  2,361 人  ＋28 人 
－ 管内二次救急搬送数 － 940 人 1,083 人  1,196 人  ＋113 人 
－ 受入率 － 43.8％ 46.4％  50.7％  ＋4.3ｐ 
－ 救急車搬入患者数 － 1,539 人 1,647 人  1,679 人  ＋32 人 
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項目別の状況  
     

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
     

１ 良質な医療の提供  ⑵ 患者と一体となったチーム医療の実践 
     

中期目標 中期計画 

○ 「患者は良質の医療を受ける権利を持つ」という認識のもと、
インフォームド・コンセントを徹底し、患者の個別性に配慮し
た医療を提供すること。 

○ これまで取り組んできたクリニカルパスの充実や多職種の医
療スタッフが連携するチーム医療を引き続き実践すること。 

○ インフォームド・コンセントを徹底することで、患者の身体・心理・社会的側面を把握し、患者
にとって最良の医療サービスを提供する。 

○ クリニカルパスの評価・改善により、その充実・推進を取り組むとともに、多職種の職員が情報
と目的を共有する中でそれぞれの専門性の向上を図り、質の高いチーム医療を実践する。 

     

年度計画 
法人の自己評価 市の評価 

実施状況等（評定を付した理由） 評定 評定 評定を付した理由 

ａ 治療への患者及び家族の積極的な関わりを推進するため、Ａ
ＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）委員会を設置する。 

ａ ８月にＡＣＰ委員会を設置し、患者及び職員へ啓発
のために、外来や病棟にポスターの掲示やパンフレッ
トの設置を行った。 

４ ４ ACP 委員会の設置の
ほか、クリニカルパス
の評価・改善、新規作成
により、適用率は前年
度より 0.9 ポイント上
昇している。 

患者への最良の医療
提供への取組が着実に
進められている。 

 

ｂ 質の高いチーム医療の実践に資するクリニカルパスの精度を
高めるべく、バリアンス分析を行い、クリニカルパスを評価し
改善する。 

ｂ 精度向上を目的として、地域包括ケア病棟を除外し
急性期病棟のみの退院時バリアンス分析へ次年度から
変更することとした。 

ｃ 患者に分かりやすく安全で質の高い医療の提供に努めるた
め、新規クリニカルパスを作成する。 

ｃ 食道ＥＳＤ（内視鏡的粘膜下層剥離術）パスを新規に
作成し、運用を開始した。また、上腕骨骨折、長期絶食
患者向け胃ろう造設及び肺炎についても、パス運用に
向けて調整を行った。 

 ・ いずれの成果指標も計画を達成したため、「４（計画
を順調に実施している）」とした。 

     

種 別 番号 指 標 方向性 
2022 2023 2024 

実 績 実 績 計 画 実 績 達成率 増 減 

成 果 
① 医師との対話、病状・治療などに関する説明の満足度（入外計） ↗ 4.2 点 4.3 点 4.0 点以上 4.2 点 105.0% ▲0.1 点 
② クリニカルパス適用率 ↗ 52.2％ 48.7％ 40.0％以上 49.6％ 124.0% ＋0.9ｐ 

活 動 ❶ クルニカルパスにおけるバリアンス分析回数 ↗ 2 回 ２回 ２回以上 ２回  ±0 回 
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項目別の状況  
     

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
     

１ 良質な医療の提供  ⑶ 診療機能の整備 
     

中期目標 中期計画 

○ 「福岡県地域医療構想」に基づき、八女・筑後保健医療圏に
おける将来の機能ごとの必要病床数の他、将来の医療需要を充
足するために、他の医療機関との連携をはじめ、医療圏におけ
る法人の医療提供の役割を検討し、診療機能の最適化を図るこ
と。 

○ 小児医療及び周産期医療については、当該最適化の中で提供
のあり方を引き続き検討すること。 

○ 八女筑後医療圏における地域医療構想に沿った役割を果たせるよう、小児医療及び周産期医療
を含め、近隣の医療機関と役割分担などを協議し、病床機能に応じた患者の受入れに努める。 

○ 人口構造の変化を見据えた上で、新興・再興感染症が発生した際の影響にも留意しながら、地域
の医療機関と連携し、病棟の細分化や病床機能に応じた病床数の削減など今後の適正な病棟数・
病床数を検討する。 

     

年度計画 
法人の自己評価 市の評価 

実施状況等（評定を付した理由） 評定 評定 評定を付した理由 

ａ 今後の適正な病棟数・病床数を検討するため、診療機能最適
化にあたっては試算とシミュレーションによる検証を進めると
ともに、八女・筑後公立病院連携強化協議会において、圏域の
医療機関との役割分担に向けて協議する。 

ａ 試算及びシミュレーションに基づき、199 床に減床
する病床再編計画を立て、関係機関との調整を経て、３
月に保健所へ病床数変更を届け出た。また、５月に八
女・筑後公立病院連携強化協議会を発足させ、８月及び
12 月に協議を行った。 

２ ３ いずれの成果指標も
計画値に達していない
が、初診患者数の減少
は 全 国 的 な 傾 向 で あ
り、やむを得ない面も
ある。 

そうした中で、診療
機能の最適化に向け、
八女筑後医療圏の地域
医療構想や今後の医療
需要を見据え、病床再
編計画を策定し、減床
の取組を進めたことは
評価できる。 
 

ｂ 小児医療及び周産期医療については、当院で現在可能な医療
提供を維持するとともに、近隣の医療機関と医療提供体制の最
適化について模索する。 

ｂ 出張医による外来診療の継続、医師会の協力による
小児救急外来及び助産師による産後ケア事業を行っ
た。 

 ・ いずれの成果指標も未達及び前年度より低下したた
め、「２（計画を下回る）」とした。 

     

種 別 番号 指 標 方向性 
2022 2023 2024 

実 績 実 績 計 画 実 績 達成率 増 減 

成 果 

① 初診患者数 ↗ 12,983 人 8,525 人 9,500 人以上 8,097 人 85.2% ▲428 人 

② 新規入院患者数 ↗ 3,428 人 3,453 人 4,000 人以上 3,353 人 83.8% ▲100 人 
③ 病床利用率 ↗ 75.2％ 67.0％ 74.0％以上 65.9％ 89.1% ▲1.1ｐ 

活 動 ❶ 母子保健に関する活動回数 ↗ 2 回 10 回 ２回以上 10 回  ±0 回 
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項目別の状況  
     

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
     

１ 良質な医療の提供  ⑷ 地域医療機関との連携 
     

中期目標 中期計画 

○ 地域医療支援病院としての役割を果たすため、他の医療機関
との機能分担と連携を強化すること。医師会等と協力し、紹介
された患者の受け入れと患者に適した医療機関及び介護施設等
との連携を図り、紹介率及び逆紹介率の向上を図ること。 

○ 地域の医療機関のニーズに即した前方連携及び後方連携機能の強化ならびに医療機能の分化・
連携を推進し、地域医療支援病院として紹介患者の迅速な受入れと逆紹介の強化・拡充に努める。 

○ 引き続き在宅療養後方支援に取り組み、在宅療養登録者の緊急時には 24 時間 365 日迅速に対
応し、必要に応じて入院受入れを行い、在宅医療を支える。 

     

年度計画 
法人の自己評価 市の評価 

実施状況等（評定を付した理由） 評定 評定 評定を付した理由 

ａ 地域の医療機関への訪問活動およびヒアリングを強化し、連
携会議での意見を交換することにより、紹介・逆紹介の促進を
図る。 

ａ 地域医療支援病院運営委員会を年４回、病診連携会
議を年１回開催し、診療可能な内容及び対応困難な診
療領域の明確化について、地域連携施設からの具体的
な意見を集約した。 

５ ５ い ず れ の 成 果 指 標
も、前年度から更に数
値が上昇し、計画値を
大きく上回っている。 

地域の医療機関との
前方及び後方の連携強
化や医療機能の分化に
に対し、積極的な取組
が図られている。 

減床に伴い、在宅療
養後方支援病院として
の基準は満たさなくは
なったが、かかりつけ
医 と の 連 携 に よ る 紹
介、逆紹介の体制を継
続することを確認して
いる。 

ｂ 紹介患者が円滑に受診できるよう、迅速な対応に努め、入院
時から積極的な退院支援に努める。 

ｂ 入院後１週間以内にカンファランスを開催し、計画
を立案し前年より 370 件増の 1,577 件の退院支援を行
った。 

ｃ 在宅療養後方支援の取り組みとして、かかりつけ医との連携
を強化する。 

ｃ 在宅後方支援登録医療機関との定期的な情報交換を
継続し、登録患者数は 92 人となった。なお、2025 年
４月より病床数 199 床となったため、本制度は終了し
た。 

 ・ 成果指標は「紹介率」及び「逆紹介率」が計画を大き
く達成した。「地域医療機関サポート率」も計画を 110％
近く達成したため、「５（計画を大幅に上回る）」とした。 

     

種 別 番号 指 標 方向性 
2022 2023 2024 

実 績 実 績 計 画 実 績 達成率 増 減 

成 果 

① 紹介率 ↗ 74.0％ 71.2％ 50.0％以上 72.2％ 144.4% ＋1.0ｐ 

② 逆紹介率 ↗ 54.5％ 90.7％ 70.0％以上 95.1％ 135.9% ＋4.4ｐ 
③ 地域医療機関サポート率 ↗ 68.7％ 62.0％ 60.0％以上 63.7％ 106.2% ＋1.7ｐ 
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項目別の状況  
     

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
     

１ 良質な医療の提供  ⑸ 地域包括ケアシステムの推進 
     

中期目標 中期計画 

○ 医療、介護、予防、生活支援、住まいが一体的に提供される
「地域包括ケアシステム」を推進するために、市や民間の医療、
介護、福祉機関との連携を進め、退院指導や訪問看護など退院
患者へのフォローや、訪問リハビリ、薬剤指導等を含めた在宅
療養生活の充実を図る取り組みを行うこと。 

○ 地域の回復期、慢性期医療及び介護・福祉事業所等との連携を維持し、入院初期から退院後の医
療支援や在宅サービスをはじめとする介護・福祉サービス利用のための情報共有を図り、切れ目
のない医療を提供する。 

○ 地域包括ケア病棟への在宅療養患者の直接入院受入など地域包括ケアシステムにおいて病院が
求められている役割を果たす。 

○ 訪問看護及び訪問リハビリテーションの充実を目的に設置した訪問診療部を中心に、在宅医療
提供体制における業務改善や増員の検討などを行い、少子高齢化に伴う在宅医療需要の増加に対
応できるよう努める。 

     

年度計画 
法人の自己評価 市の評価 

実施状況等（評定を付した理由） 評定 評定 評定を付した理由 

ａ 入院初期から退院後の医療支援までのサービス提供体制を維
持する。 

ａ ４月より専属の主任を配置し、サービス提供体制を
強化した。入院時に退院支援スクリーニングシートを
活用し、支援が必要な患者の抽出を継続して行った。 

５ ５ い ず れ の 成 果 指 標
も、前年度からやや減
少しているものの、計
画値を大きく上回って
いる。 

専属の主任配置によ
るサービス提供体制の
強化により、入退院支
援患者数は大きく伸び
ている。 

  

ｂ 医療機関等で共有する患者情報については、専用のツールを
用いて効率的な情報収集・提供に努める。 

ｂ 八女筑後地区在宅医療・介護連携推進事業にて退院
サマリーの情報を共有し、サマリーの修正を行った。 

ｃ 他医療機関および施設等と連携強化となるポストアキュート
機能・サブアキュート機能を用いた地域包括ケア病棟の運用に
努める。 

ｃ 病床管理委員会で検討を行ったが、新型コロナウイ
ルス感染症等の流行により医療機関間で患者の転入転
出が停滞したことや、診療報酬改定により重症度及び
医療・看護必要度等の要件達成の維持が困難であった
ため、連携強化となる病棟運用には至らなかった。 

ｄ 訪問看護・訪問リハビリテーションについては、在院患者リ
スト等を活用し訪問サービス提供を拡大する。 

ｄ 在院患者リスト等を活用し訪問サービス提供したも
のの、サービス提供拡大までには至らなかった。 

ｅ 訪問看護等の取り組みを継続するとともに、地域の需要増加
に対しての検証を推進する。 

ｅ 地域のニーズに応えるため、新たに訪問診療を開始
した。 

 ・ いずれの成果指標も計画を大きく達成したため、「５
（計画を大幅に上回る）」とした。 

     

種 別 番号 指 標 方向性 
2022 2023 2024 

実 績 実 績 計 画 実 績 達成率 増 減 

成 果 

① 在宅復帰率（急性期病棟） ↗ 94.7％ 92.3％ 80.0%以上 91.5％ 114.4% ▲0.8ｐ 

② 在宅復帰率（地域包括ケア病棟） ↗ 71.5％ 82.9％ 70.0%以上 82.2％ 117.4% ▲0.7ｐ 
③ 訪問看護及び訪問リハビリ件数合計 ↗ 2,545 件 2,926 件 2,000 件以上 2,560 件 128.0% ▲366 件 

活 動 ❶ 入退院支援患者数 ↗ 1,125 人 1,207 人 960 人以上 1,577 人  ＋370 人 
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項目別の状況  
     

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
     

１ 良質な医療の提供  ⑹ 災害時における医療協力 
     

中期目標 中期計画 

○ 八女・筑後保健医療圏における災害拠点病院として引き続き
中心的役割を果たすこと。災害時や感染症など公衆衛生上重大
な健康被害が発生し、又は発生しようとしている場合には、市
長の求めに応じ、市、関係機関及び関係団体と連携し取り組む
こと。 

○ 併せて、新型コロナウイルス感染症対応については、これまで、
公立病院として担ってきた役割を引き続き果たしていくこと。 

○ 平常時より災害時又は感染症発生時における医療提供体制の維持、事業継続計画（ＢＣＰ）の充
実及び職員の質や意識向上を図るとともに、災害等の発生時には県、市、医師会及び地域の医療機
関との緊密な連携と迅速な対応に努める。 

○ 第二種感染症指定医療機関としての機能を有する公的医療機関として、引き続き新型コロナウ
イルスへの医療提供体制を維持する。 

     

年度計画 
法人の自己評価 市の評価 

実施状況等（評定を付した理由） 評定 評定 評定を付した理由 

ａ 災害に関する事業継続計画（ＢＣＰ）の改訂及び災害対策マ
ニュアルを更新する。 

ａ 風水害に関するＢＣＰの改訂及びワーキンググルー
プメンバーを中心に災害対策マニュアルの更新に取り
組んだ。 

４ ４ DMAT 隊員の増員に
よる体制強化に加え、
前年度対応できなかっ
た BCP や災害対策マ
ニュアルの改訂、災害
時や感染症発生時の訓
練の実施など、平常時
か ら 関 係 機 関 と の 連
携、共有による備え、職
員の意識向上に努めて
いる。 

また、新型コロナウ
イルス感染症の５類へ
の移行後も発熱外来を
継続し、感染症指定医
療機関の機能も担い、 

八女筑後医療圏におけ
る 災 害 拠 点 病 院 と し
て、中心的役割を果た
している。 

ｂ より能動的な訓練を計画し実施するとともに、災害時の初動
に対する職員の意識を啓発する。 

ｂ 防火避難訓練については、火災時を想定したグルー
プワーク式の机上訓練を行った。また、知識や意識を高
めるため、全職員向けに動画配信を行った。 

ｃ 平時からの市の防災安全課との連携に努める。 ｃ 筑後市防災安全課とインフラ支援、水、食糧の優先供
給及び備蓄に関する協議確認を行った。 

ｄ ＤＭＡＴ隊員の確保および備品等の充実を図るとともに、近
隣の広域災害医療訓練等へ参加する。 

ｄ ＤＭＡＴ隊員の業務調整員として、新たに２名講習
を受け体制を強化した。訓練については、近隣で開催が
無かった。 

ｅ 新興・再興感染症については、平時において市の健康づくり
課と病院の感染管理室での協議の場を設けるとともに、蔓延時
における市および保健所からの要請対しては迅速かつ柔軟な対
応に努める。 

ｅ 保健所と合同の新型インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）の受
入対応訓練に市の健康づくり課にも参加してもらい、
情報共有を行った。 

ｆ 新型コロナウイルス感染症に対する医療提供体制を継続す
る。 

ｆ 発熱外来を継続し、118 人の入院を受け入れた。 

 ・ いずれの成果指標も計画に達したため、「４（計画を
順調に実施している）」とした。 

     

種 別 番号 指 標 方向性 
2022 2023 2024 

実 績 実 績 計 画 実 績 達成率 増 減 

成 果 
① ＤＭＡＴ保有数 ↗ 1 チーム 1 チーム 1 チーム以上 1 チーム 100.0% ±0 チーム 
② 感染管理認定看護師数 ↗ ２名 ２名 2 名以上 ２名 100.0% ±0 名 

活 動 

❶ 災害対策ワーキンググループの開催回数 ↗ ３回 ２回 4 回以上 4 回  ＋2 回 

❷ 感染症に関する訓練の実施回数 ↗ ３回 ３回 1 回以上 4 回  ＋1 回 
❸ 感染症に関する研修の実施回数 ↗ 12 回 11 回 10 回以上 8 回  ▲3 回 
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項目別の状況  
     

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
     

２ 医療機能提供体制の整備  ⑴ 医療スタッフの確保 
     

中期目標 中期計画 

○ 医療水準の向上を図るため、優秀な医師や看護師等、チーム
医療に欠かせない多様な専門職種を安定的・継続的に確保する
こと。 

○ また、「医師の働き方改革」による影響について十分な分析を
行った上で、医師及び看護師等の確保について、派遣元病院と
の連携強化を図るとともに、医療水準の低下を招かないよう対
応すること。 

○ 職員を安定的に確保するために、大学などの教育・養成機関及び県などの関係機関との連携を
維持するとともに、ホームページ等により、効果的な採用情報の発信を行うことで、適時適切な採
用を進める。 

○ 「医師の働き方改革」の影響分析を行った上で、大学医局との連携維持により、医療水準の低下
を招かないよう適切に対応する。 

     

年度計画 
法人の自己評価 市の評価 

実施状況等（評定を付した理由） 評定 評定 評定を付した理由 

ａ 職員を安定的に充実させるため教育・養成機関との連携を維
持する。 

ａ 大学各医局及び看護師教育機関等 13 施設を訪問し、
連携強化及び採用情報提供等を行った。 

４ 4 

 

医師、看護師の充足
率は前年度より減少し
ているが、多くの関係
機関との連携維持を図
り、発信の効果的ツー
ルを活用し、積極的に
採用情報を提供するな
ど、医療スタッフの確
保に向けた取組が進め
られている。 

 医師の就労環境の整
備にも努めているが、
医師の実数が年々減少
している実情において
は、今後も様々な手段、
方法により、医師の確
保への取組は継続して
お願いしたい。 

ｂ 就職情報およびハローワーク等を活用した募集を継続する。 ｂ 看護学生への求人情報提供に特化したサイトへの掲
載を継続して行った。 

ｃ ＳＮＳなどの広報媒体の活用し、年齢層・ターゲットを定め
た情報を発信する。 

ｃ 若年層獲得に向けて、ＳＮＳを活用した採用情報を
発信した。 

ｄ 医師が働きやすい就労環境を整備し、派遣元大学との密接な
連携を維持とともに、派遣元大学以外の大学等との関係も模索
する。 

ｄ ４月から変則勤務の運用を開始した。また、複数大学
と医師派遣について協議を行った。 

 ・ いずれの成果指標も前年度同様に計画を大きく達成
したが、「医師の充足率」及び「看護師の充足率」の計
画値（100.0％）はそれに達しなければ医療法違反とし
て指導を受ける値であるため、「計画を大幅に上回る」
とは言えず、前年度の「市の評価」である「４（計画を
順調に実施している）」とした。 

     

種 別 番号 指 標 方向性 
2022 2023 2024 

実 績 実 績 計 画 実 績 達成率 増 減 

成 果 

① 医師の充足率 ↗ 267.0％ 261.8％ 100.0％以上 245.6％ 245.6％ ▲16.2ｐ 

② 看護師の充足率 ↗ 285.6％ 315.9％ 100.0％以上 303.1％ 303.1％ ▲12.8ｐ 
③ 正規雇用看護職員の離職率 ↘ 10.9％ 7.4％ 10.0％以下 6.8％ 147.1％ ▲0.6ｐ 

活 動 ❶ 広報媒体(ＨＰ除く)を使用した採用情報発信回数 ↗ １回 14 回 ６回以上 27 回  ＋13 回 

参 考 

－ 医師数（正＋準：年度当初） － 34 名 30 名  27 名  ▲3 名 
－ 初期臨床研修医数（年度当初） － ４名 ２名  ２名  ±0 名 
－ 看護師数（正＋準：年度当初） － 201 名 190 名  185 名  ▲5 名 
－ その他医療技術職員数（正＋準：年度当初） － 75 名 70 名  69 名  ▲1 名 
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項目別の状況  
     

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
     

２ 医療機能提供体制の整備  ⑵ 高度医療機器の計画的な更新・整備 
     

中期目標 中期計画 

○ 病院機能や医療安全の向上、更には患者への負荷軽減などの
実現に向けて、必要な医療機器等を効率的かつ計画的に更新・
整備すること。 

○ また、更新・整備にあたっては、病院経営効率化の観点から、
施設・設備の最適化やデジタル化の検討も併せて行うこと。 

○ 病院機能の維持・向上、経営効率化のため、医療機器選定委員会や医療情報システム委員会にお
いて、社会情勢や圏域の状況を鑑みて必要性がある高度医療機器等の導入を協議する。加えて高
度医療機器の更新・整備前後に、収益性が導入コストやランニングコストに見合うものであるか
シミュレーションを行い、費用対効果を検証する。 

○ システムのデジタル化や医療ＤＸの検討を行い、中長期の医療機器等更新計画及び予算枠を定
めておくことにより、計画的な更新・整備を行う。 

     

年度計画 
法人の自己評価 市の評価 

実施状況等（評定を付した理由） 評定 評定 評定を付した理由 

ａ 医療機器選定委員会、医療情報システム委員会の機能化を図
る。 

ａ 委員会内で導入目的の明確化を図った。予算化した
医療機器については、比較表を用い具体的な機種及び
仕様を決定し、適正な機種の選定を行った。 

４ 4 

 

成果指標はいずれも
計 画 値 に 達 し て お ら
ず、前年度から横ばい
である。 

しかし、機器導入、更
新にあたり、医療機器
選 定 委 員 会 等 に お い
て、必要性や費用対効
果の検証を経た機種選
定や導入時期の調整な
ど、適正なプロセスで
効率的かつ計画的な機
器更新に努めているこ
とは評価できる。 

 

ｂ 医療機器の導入にあたっては、必要性および費用対効果を検
証するとともに、導入後についても効果測定を実施する。 

ｂ 機器及びシステムの導入については、比較表の提出、
採算性の確認を行ったうえで、導入の決定を行った。 

ｃ 医療機器等更新計画については、減価償却費等を考慮し精度
を上げる。 

ｃ 医療機器更新計画について、現有機器及び導入予定
機器の減価償却費を考慮し、ＣＴ、ＭＲＩ及びアンギオ
装置等の導入時期の調整を行った。 

ｄ ＩＣＴ、医療ＤＸ等導入の財源確保を検討する。 ｄ 財源を確保し、電子処方箋及び胸部レントゲンのＡ
Ｉ診断の導入を行った。 

 ・ いずれの成果指標も計画は未達だったが、成果指標、
実施状況ともに前年度同等だったため、前年度の「市の
評価」である「４（計画を順調に実施している）」とし
た。 

     

種 別 番号 指 標 方向性 
2022 2023 2024 

実 績 実 績 計 画 実 績 達成率 増 減 

成 果 
① 器械備品減価償却率 ↘ 83.2％ 82.0％ 80.0%以下 81.5％ 98.2% ▲0.5ｐ 
② 減価償却費率（対医業収益） ↘ 7.3％ 8.3％ 7.5%以下 8.6％ 87.2% ＋0.3ｐ 

活 動 
❶ 機器選定・システム関連委員会の開催回数 ↗ 6 回 9 回 4 回以上 5 回  ▲4 回 
❷ 医療機器更新計画の実施状況の確認回数 ↗ 1 回 1 回 1 回以上 1 回  ±0 回 
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項目別の状況  
     

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
     

２ 医療機能提供体制の整備  ⑶ 就労環境の整備 
     

中期目標 中期計画 

○ 「医師の働き方改革」による影響についての十分な分析、職
員のワークライフバランスの推進、メンタルヘルスを含めた健
康管理、職場の安全衛生の確保など、働きやすく働きがいのあ
る就労環境の整備に努めること。 

○ 「医師の働き方改革」が及ぼす影響分析を行った上で、医師の負担軽減対策を講じるとともに、
職員の就労環境の改善により、働きがいがあり、安心して業務に従事できる環境作りに努める。 

○ 医師の負担軽減対策として、タスクシフト・タスクシェアが可能な業務を抽出し、業務整理や必
要な人員の確保に努める。 

     

年度計画 
法人の自己評価 市の評価 

実施状況等（評定を付した理由） 評定 評定 評定を付した理由 

ａ 医師の勤務状態を把握することにより、実態に即した医師の
負担軽減に向けた取り組みを推進する。 

ａ 勤務状況を把握し、医師業務負担軽減に資するスタ
ッフ確保を継続して行った。 

４ 4 医師の勤務状況を把
握し、認定看護師の資
格取得等の推進により
タスクシフトを図るこ
とで、医師の時間外労
働における負担軽減を
図っている。 

成果指標➁は計画値
をわずかに下回るが、
カスタマーハラスメン
ト対策や計画年休取得
の推進等により、職員
の働きやすい就労環境
づくりを進めている。 

 

ｂ 職員の休暇取得の奨励と時間外労働削減に根ざしたワークラ
イフバランスの取り組みを推進する。 

ｂ 管理職会議及び電子掲示板を活用し、全職員へ向け
て計画的な年休取得推進を行った。 

ｃ ハラスメント撲滅に向けて、職員満足度調査結果の分析を行
い、対策を講じる。 

ｃ カスタマーハラスメント対策の一環として名札の変
更を行った。また、職員からのハラスメント報告に対
し、厳正な対応を行った。 

ｄ 医師の負担軽減については、勤務負担検討委員会等で多職種
による業務洗い出しを継続するとともに、認定看護師育成によ
りタスクシフトを推進する。 

ｄ 認定看護師資格取得等を推進し、医師の時間外労働
削減に向けた取り組みを進めた。 

 ・ 成果指標は「精神的な不安に関する満足度」が計画は
少し未達だったが、他は計画を大きく達成したため、
「４（計画を順調に実施している）」とした。 

     

種 別 番号 指 標 方向性 
2022 2023 2024 

実 績 実 績 計 画 実 績 達成率 増 減 

成 果 

① 勤務条件に関する満足度 ↗ 3.4 点 3.5 点 3.0 点以上 3.7 点 123.3% ＋0.2 点 

② 精神的な不安に関する満足度 ↗ 2.8 点 2.7 点 3.0 点以上 2.8 点 93.3％ ＋0.1 点 
③ 医師時間外労働時間数 ↘ 20.9 時間 31.3 時間 80 時間以内 30.2 時間 264.9％ ▲1.1 時間 

活 動 

❶ 医師の時間外労働の分析回数 ↗ 12 回 12 回 12 回以上 12 回  ±0 回 

❷ 職員相談窓口（院内・院外）の周知回数 ↗ ２回 2 回 2 回以上 5 回  ＋3 回 
❸ メンタルヘルスに関する情報の発信回数 ↗ ２回 3 回 2 回以上 3 回  ±0 回 
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項目別の状況  
     

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
     

３ 患者サービスの向上  ⑴ 患者満足度の向上 
     

中期目標 中期計画 

○ 患者・家族、市民からの信頼や愛着を高めるため、患者満足
度の調査及び分析、ニーズ把握を継続的に実施し、適切な対応・
改善を行うことにより、患者満足度の向上に努めること。 

○ 患者満足度調査や外来待ち時間調査の定期的な実施や来院者の意見の取入れを通じて、調査結
果の分析、患者の評価や意向の把握による待ち時間の改善や利便性向上に努め、快適な院内環境
の提供を図る。 

     

年度計画 
法人の自己評価 市の評価 

実施状況等（評定を付した理由） 評定 評定 評定を付した理由 

ａ 待ち時間調査、患者満足度調査及び意見箱等の取り組みを継
続する。 

ａ 待ち時間調査、患者満足度調査及びご意見箱から得
られた患者の声をマナー向上委員会で協議し、改善に
努めた。 

４ 4 全ての指標で計画値
に達している。 

患 者 満 足 度 等 の 調
査、分析を継続的に実
施し、対応、改善を行う
ことにより、患者満足
度 の 向 上 に 努 め て い
る。 

特に、入院環境にお
ける満足度は大きく改
善しており、取組の成
果が見られる。 
 
 

ｂ プライバシー保護および患者サービスの向上についての取り
組みを推進する。 

ｂ 部署ごとにポスター掲示等を行い、プライバシー保
護に努めた。また、患者対応の質の向上のため、接遇研
修とは別に、動画を共有し、学ぶ機会を提供した。 

 ・ いずれの成果指標も計画に達したため、「４（計画を
順調に実施している）」とした。 

     

種 別 番号 指 標 方向性 
2022 2023 2024 

実 績 実 績 計 画 実 績 達成率 増 減 

成 果 
① 総合満足度（外来） ↗ 4.1 点 4.0 点 4.0 点以上 4.0 点 100.0% ±0.0 点 
② 総合満足度（入院） ↗ 4.5 点 4.0 点 4.0 点以上 4.3 点 107.5% ＋0.3 点 

活 動 
❶ 患者満足度調査の実施回数 ↗ 1 回 1 回 1 回以上 1 回  ±0 回 
❷ 接遇研修の実施回数 ↗ 1 回 1 回 1 回以上 2 回  ＋1 回 

参 考 
－ 意見件数（意見箱） － 124 件 134 件  148 件  ＋14 件 

－ 感謝等件数（意見箱） － 69 件 56 件  74 件  ＋18 件 
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項目別の状況  
     

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
     

３ 患者サービスの向上  ⑵ 患者相談窓口の充実 
     

中期目標 中期計画 

○ 患者・家族が相談しやすいように患者相談窓口を充実するこ
と。また、必要な経験や知識を有する職員を配置し、医療に関
わる多様な相談に応じるなど、患者支援体制を整備して患者・
家族との対話を促進すること。 

○ 複数職種が協働・連携し、患者及び家族等の多様な相談に対応できる体制を整備し、相談をより
受けやすくできるように相談支援体制の充実を図る。 

     

年度計画 
法人の自己評価 市の評価 

実施状況等（評定を付した理由） 評定 評定 評定を付した理由 

ａ 地域医療支援室が複数職種と連携し、相談支援体制を充実さ
せる。 

ａ 院外・院内から新型コロナ感染症に関する相談件数
は減少したものの、専属の主任を配置し、相談支援体制
充実に努めた。 

４ ４ 患者及び家族等の多
様な相談に対応するた
めに、地域医療支援室
に経験や知識を有する
専属の主任を配置する
ことで、相談支援体制
の 充 実 が 図 ら れ て い
る。 

活動指標である相談
件数が大幅に増加した
のは、集計方法が見直
され、これまで計上さ
れなかった項目が加わ
ったことによるもので
ある。 

ｂ 患者支援に係る取り組みについて評価を行い、改善につなげ
る。 

ｂ 対応困難事例に関しては、随時、部署内で情報を共有
し、支援策を協議した後、患者にフィードバックした。 

 ・ 成果指標が計画に達したため、「４（計画を順調に実
施している）」とした。 

     

種 別 番号 指 標 方向性 
2022 2023 2024 

実 績 実 績 計 画 実 績 達成率 増 減 

成 果 ① 相談対応に関する満足度 ↗ － 4.2 点 4.0 点以上 4.2 点 105.0% ±0.0 点 

活 動 ❶ 地域医療支援室への相談件数 ↗ 4,906 件 4,267 件 3,000 件以上 7,526 件  ＋3,259 件 
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項目別の状況  
     

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
     

４ 信頼性の確保  ⑴ 医療安全対策の徹底 
     

中期目標 中期計画 

○ 患者及び市民に信頼される良質な医療を提供するため、安全
に関する意識の向上と感染制御に努め、改善文化を定着させる
ための取り組みを継続すること。 

○ 医療事故等に関する情報収集に努め、原因分析と迅速な対応
を行うこと。 

○ 院内研修やリスクカンファランスなどを通して、安全に関する意識向上、医療事故に関する分
析力を強化するとともに、安全な医療提供に必要な改善策を実践していく。 

○ 感染対策については、感染対策チームラウンドなどを通して、感染に対する意識向上を図ると
ともに、感染対策を徹底し、院内感染制御に努める。 

     

年度計画 
法人の自己評価 市の評価 

実施状況等（評定を付した理由） 評定 評定 評定を付した理由 

ａ リスクカンファレンスの開催を継続する。 ａ 医療安全管理委員会、セーフティマネジメント委員
会及び医療安全カンファレンスを開催し、事象レベル
３ｂ以上や繰り返されるインシデントに関して再発防
止対策の検討を行った。 

４ ４ 院内教育やリスクカ 
ンファランスなどを通 
して、安全に関する意 
識向上、医療事故に関 
する分析、再発防止対
策の検討を行い、適宜
医療安全管理マニュア
ルを改訂し共有を図る
ことで、 アクシデント
（レベル 4 以上）を生
じさせていない。  

また、感染対策につ
いては、院内ラウンド
等を通して、標準予防
策及び経路別感染対策
の改善を図ることで、
ＭＲＳＡ感染率も計画
値を下回り、院内感染
を制御している。 

ｂ ＳＨＥＬＬ分析を用いた要因分析および防止策の構築に努め
るとともに、コアチームでの研修会を開催する。 

ｂ インシデント発生部署でＳＨＥＬＬ分析を用いたカ
ンファレンスを行い、再発防止対策を検討し、分析方法
についての理解を深めた。 

ｃ 医療安全管理マニュアル・ポケットマニュアルの適宜改訂す
る。 

ｃ インシデント事例を基に、患者の暴力行為について
マニュアルの追記及び変更を行った。 

ｄ インシデント事例の共有およびマニュアルに沿った教育を継
続する。 

ｄ 転倒転落が生じたときの対応や離院・患者不在時の
対応について、マニュアルをツールとし教育を行った。 

ｅ 院内ラウンドでの直接指導および書面によるフィードバック
により、標準予防策および経路別感染対策の教育について強化
する。 

ｅ 感染制御チームによる環境ラウンドを毎週実施し、
書面によるフィードバックを行い、標準予防策及び経
路別感染対策の改善を行った。 

ｆ 感染に対する意識向上のため、手指衛生直接観察を実施し、
実施状況を把握する。 

ｆ 手指衛生の直接観察はラウンド時に実施し、看護部
感染対策委員向けにレクチャーを行い、伝達講習を実
施した。 

 ・ いずれの成果指標も計画に達したため、「４（計画を
順調に実施している）」とした。 

     

種 別 番号 指 標 方向性 
2022 2023 2024 

実 績 実 績 計 画 実 績 達成率 増 減 

成 果 
① レベル４以上のアクシデント件数 ↘ ０件 ０件 ０件 ０件 100.0% ±0 件 
② ＭＲＳＡ感染率 ↘ 0.83‰ 2.3‰ 2.8‰以下 2.0‰ 139.7% ▲0.3‰ 

活 動 

❶ 安全管理関連研修の開催回数 ↗ 6 回 ７回 8 回以上 8 回  ＋1 回 

❷ リスクカンファランスの開催回数 ↗ 140 回 166 回 120 回以上 145 回  ▲21 回 

❸ 医療安全情報・セーフティーニュースの発行回数 ↗ 16 回 16 回 16 回以上 16 回  ±0 回 
❹ 入院患者１人当たり擦式消毒実施回数 ↗ 7.2 回 7.0 回 8.0 回以上 8.2 回  ＋1.2 回 
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項目別の状況  
     

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
     

４ 信頼性の確保  ⑵ 法令・行動規範の遵守 
     

中期目標 中期計画 

○ 医療法や地方独立行政法人法など、関係法令を遵守し、公立
病院にふさわしい行動規範と職業倫理を確立し、公平性・透明
性を確保した業務運営を行うこと。 

○ そのために、全役職員に関係法令に対する正しい知識を浸透
させ、内部統制運用の強化及び内部監査の機能化等を通じて、
法令遵守を実践する運営体制の確立・強化に努めること。 

○ また、個人情報保護及び情報公開に関しては、本市条例等に
準拠し適切に対処するとともに、情報セキュリティ対策の強化
に取り組むこと。 

○ 関係法令等の遵守のための継続的な全役職員への研修や内部監査の定期実施等により内部統制
の強化を図るとともに、業務のあらゆる場面を通じて、公平性・透明性を確保した業務運営を行
う。 

○ 個人情報保護研修を定期的に開催し、個人情報保護意識の向上を図る。 

○ 急増する様々なセキュリティリスクに対応できるよう、情報セキュリティ対策の検討・強化を
行う。 

     

年度計画 
法人の自己評価 市の評価 

実施状況等（評定を付した理由） 評定 評定 評定を付した理由 

ａ 職員の法令・行動規範にかかる意識向上を図るため、定期的
な職員研修を実施する。 

ａ ２月にコンプライアンスに関する研修を動画視聴に
よって実施した。 

４ ３ 

 

全職員への研修を通
じて、法令・行動規範
（コンプライアンス） 
の遵守や個人情報保護 
の徹底に努めている。 

しかしながら、改正
個人情報保護法に則し
た規程やマニュアル、
情報セキュリティに関
する規程の整備や BCP
の策定が未完了となっ
ている。 

業務運営の公平性、
透明性を確保する上で
も、組織規範となる規
程等の整備は早急な対
応を図るべきである。 

 

ｂ 透明性を確保した業務運営のため、定期的な内部監査を実施
する。 

ｂ 10 月に現状調査を実施し、その対応状況等を 11 月
に幹部会議及び理事会にて報告した。 

ｃ 改正個人情報保護法に則した規程に改正するとともに、マニ
ュアルを作成し周知を徹底する。 

ｃ 弁護士法人主催のセミナーに複数回参加し、情報収
集及び知識向上を図り、ポリシーや規程改正案を作成
したが、運用上の諸課題の整理のため、成案決定には至
らなかった。引き続き整理を進める。 

ｄ 情報セキュリティに関する規程等を整備し運用を徹底すると
ともに、サイバーインシデントに関する事業継続計画（ＢＣＰ）
を策定する。 

ｄ 情報セキュリティの脆弱性に関する調査を行い、Ｓ
Ｅと協働で当院の外部接続点の把握を行ったものの、
規程整備及びＢＣＰ策定までには至らなかった。引き
続き策定を進める。 

 ・ いずれの成果指標も計画に達したため、「４（計画を
順調に実施している）」とした。 

     

種 別 番号 指 標 方向性 
2022 2023 2024 

実 績 実 績 計 画 実 績 達成率 増 減 

成 果 
① コンプライアンス研修参加率 ↗ － 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0% ±0.0ｐ 
② 個人情報保護研修参加率 ↗ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0% ±0.0ｐ 

活 動 
❶ コンプライアンス研修の開催回数 ↗ － 1 回 １回以上 1 回  ±0 回 
❷ 個人情報保護研修の開催回数 ↗ 2 回 1 回 １回以上 1 回  ±0 回 
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項目別の状況  
     

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
     

４ 信頼性の確保  ⑶ 市民への情報提供 
     

中期目標 中期計画 

○ ホームページや広報誌等により、病院の役割や医療内容等を
積極的に情報発信するなど、市民、患者に開かれた病院づくり
に努めること。 

○ ホームページや広報誌において、病院の役割や保健医療情報を定期的に提供するとともに、わ
かりやすい情報発信に努める。 

○ 動画共有サービスやＳＮＳを活用し、病院からのお知らせや、健康管理に関する情報などを積
極的に提供していく。 

○ 市民・患者の健康増進の一環として、近隣住民等を対象とした公開講座等を引き続き提供する。 
     

年度計画 
法人の自己評価 市の評価 

実施状況等（評定を付した理由） 評定 評定 評定を付した理由 

ａ タイムリーでわかりやすい情報の発信に努め、病院のＰＲを
図る。 

ａ 「医師の働き方改革」に対するテレビ取材に対応し、
当院の取り組み内容や医療現場の状況を広く市民に発
信した。 

４ 4 ウェブサイト・広報
誌の認知度は計画値に
達していないが、前年
度より改善し、満足度
は計画値を上回ってい
る。 

ホームページ、広報
誌や動画配信サービス
等の様々なツールを活
用し、保健医療情報や
職員採用案内等、幅広
い年代に向けた情報発
信に努めている。 

また、健康出前講座
も実施し、地域住民へ
の健康増進に関する啓
発 に も 取 り 組 ん で い
る。 

 

ｂ 広報誌・ホームページの認知度を高めるため、院内インフォ
メーションに更新情報を表示する等施策を検討する。 

ｂ 当院公式のＳＮＳや動画投稿サイトの公式アカウン
トのＱＲコードを広報誌に掲載し、紹介カードを院内
に配置し、周知を図った。 

ｃ 動画共有サービス・ＳＮＳを有効活用し定期的な発信を行う
とともに、幅広い年代のより多くに情報を提供する。 

ｃ ＳＮＳや動画投稿サイトの公式アカウントから保健
医療情報、イベント開催情報及び職員採用案内などの
情報発信を行った。 

ｄ 健康出前講座およびオンラインを含めた地域公開講座を開催
するとともに、地域住民の医療・健康に対する知識・関心を啓
発する。ただし、健康出前講座のあり方については、働き方改
革を踏まえて検討する。 

ｄ 地域住民の健康意識の向上と、地域に根差した情報
発信を目的として出前講座を開催した（６施設、参加者
合計 154 名）。 

 ・ 成果指標は「ウェブサイト・広報誌の認知度」が計画
に未達だったが、いずれも前年度より向上しており、実
施状況も前年度同等だったため、前年度の「市の評価」
である「４（計画を順調に実施している）」とした。 

     

種 別 番号 指 標 方向性 
2022 2023 2024 

実 績 実 績 計 画 実 績 達成率 増 減 

成 果 
① ウェブサイト・広報誌の認知度 ↗ － 2.4 点 3.0 点以上 2.5 点 83.3% ＋0.1 点 
② ウェブサイト・広報誌の満足度 ↗ － 3.6 点 3.5 点以上 3.7 点 105.7% ＋0.1 点 

活 動 
❶ 当院公式ＳＮＳ等における広報誌やウェブサイトの情報発信回数 ↗ 8 回 8 回 ５回以上 7 回  ▲1 回 
❷ 健康講座の開催回数（オンライン含む） ↗ 6 回 14 回 ５回以上 7 回  ▲7 回 
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項目別の状況  
     

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 
     

１ 法人としての運営管理体制の確立  ⑴ 機動的・自律的な組織マネジメントの強化 
     

中期目標 中期計画 

○ 法人が、地方独立行政法人制度の特長を活かし、当病院の特
性や地域事情を踏まえた機動的かつ自律的な行動がとれるよう
理事長がリーダーシップを発揮するとともに、内部統制の運用
及び組織マネジメントを強化すること。 

○ 理事会や幹部会議等を通じ、理事や幹部職員のフォロワーシップ（自律的・主体的にリーダーや
他メンバーに働きかけ支援すること）を高めることで、理事長のリーダーシップの発揮を図る。 

○ コンプライアンスの徹底や定例の内部監査の実施による内部統制の運用及び管理職会議の設置
等により組織マネジメントの強化を図る。 

     

年度計画 
法人の自己評価 市の評価 

実施状況等（評定を付した理由） 評定 評定 評定を付した理由 

ａ 業務が効率的に遂行できるよう、委員会等の決定事項につい
て全職員への周知を徹底する。 

ａ 電子カルテ内の院内掲示板を活用して各種委員会や
会議の議事録を掲載し、委員会の決定事項や経営状況
を職員へ向けて周知を行った。 

４ ４ 成果指標の計画値を
引き上げた中で、実績
値は前年度とほぼ横ば
いである。 

しかしながら、会議
の決定事項等の職員へ
の情報共有に努め、幹
部、管理職会議等も数
多く開催されている。 

理事長からの検討指
示に対し、各部署から
の提案も増え活発な協
議が行われ、病床再編
や人員配置の見直しに
よる人件費削減、医師
の確保等、複数の施策
推進が図られているこ
とを確認している。 

幹部職員のフォロワ
ーシップの高まりと共
に、理事長のリーダー
シップが発揮され、組
織マネジメントの強化
が図られている。 

ｂ 理事・幹部職員のフォロワーシップを高めるべく、意思決定
プロセスへの参加を促進する。 

ｂ 意思決定プロセスへの参加促進のため、幹部職員対
象に病院経営の勉強会を実施した。 

ｃ 職員のコンプライアンス意識向上のため、研修等を実施する。 ｃ ２月にコンプライアンスに関する研修を動画視聴に
よって実施した。 

ｄ 定期的な業務プロセス見直しにつなげるため、内部監査を定
例化する。 

ｂ 10 月に現状調査を実施し、その対応状況等を 11 月
に幹部会議及び理事会にて報告した。 

ｅ 運営方針・経営状況等について管理職の意識をより高めるた
め、管理職会議を機能化させる。 

ｅ 管理職会議に参加している各所属長の当事者意識を
高めるため、各部門の活動状況報告を定例化した。 

 ・ 成果指標は計画に未達だったが、成果指標、実施状況
ともに前年度同等だったため、前年度の「市の評価」で
ある「４（計画を順調に実施している）」とした。 

     

種 別 番号 指 標 方向性 
2022 2023 2024 

実 績 実 績 計 画 実 績 達成率 増 減 

成 果 ① 病院理念に沿った活動への満足度 ↗ 3.4 点 3.5 点 4.0 点以上 3.4 点 85.0% ▲0.1 点 

活 動 

❶ 幹部会議の開催回数 ↗ － 19 回 12 回以上 22 回  ＋3 回 

❷ 内部監査の実施回数 ↗ ０回 ６回 2 回以上 1 回  ▲5 回 
❸ 管理職会議の開催回数 ↗ － 19 回 12 回以上 12 回  ▲7 回 
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項目別の状況  
     

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 
     

１ 法人としての運営管理体制の確立  ⑵ 継続的な業務改善の実施 
     

中期目標 中期計画 

○ 定期的な業務プロセス見直しや業務の移管・共同化など、積
極的な業務改善に取り組み、効率的かつ効果的な業務運営体制
を確立すること。 

○ 継続的に業務改善および生産性向上に取り組むとともに、ＤＸ化を推進し、効率的・効果的な業
務執行体制を構築する。 

○ 医療を取り巻く環境などに関する情報を分析し、機動的に職員配置を行うなど、医療環境の変
化に対応できる運営体制を確立する。 

     

年度計画 
法人の自己評価 市の評価 

実施状況等（評定を付した理由） 評定 評定 評定を付した理由 

ａ 業務改善計画を策定し実施するとともに、医療ＤＸ化を促進
する。 

ａ 人員不足対策として、胸部レントゲンのＡＩ診断を
はじめとする医療ＤＸ化に取り組んだ。 

４ 4 

 

成果指標は計画値に
は 達 し て い な い も の
の、前年度より改善し
ている。 

業務改善計画の策定
のもと、医療 DX 化を
進め、人員不足の課題
対応が図られている。 

また、不足する職種の
職員採用や機動的な職
員配置に努め、環境変
化に対応できる運営体
制が確保されている。  
 

ｂ 医療環境変化に対応するため、職員採用および人事異動を随
時実施する。 

ｂ 不足する職種（薬剤師、看護師及び介護福祉士）の募
集及び採用試験等を実施し、必要に応じて人事異動を
実施した。 

 ・ 成果指標は計画に未達だったが、前年度より向上して
おり、実施状況も前年度同等だったため、前年度の「市
の評価」である「４（計画を順調に実施している）」と
した。 

     

種 別 番号 指 標 方向性 
2022 2023 2024 

実 績 実 績 計 画 実 績 達成率 増 減 

成 果 ① 時間外労働時間数（正規職員） ↘ 7.1h/月/人 7.6h/月/人 6.0h/月/人以下 6.8h/月/人 88.2% ▲0.8h/月/人 

活 動 ❶ 業務改善計画の報告回数 ↗ 1 回 1 回 1 回以上 1 回  ±0 回 
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項目別の状況  
     

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 
     

１ 法人としての運営管理体制の確立  ⑶ 人事制度の適切な運用 
     

中期目標 中期計画 

○ 医療環境や医療需要の変化に即応し、職員の採用や配置を臨
機応変かつ弾力的に行うこと。法人の業績、成果や職員の能力
を反映した人事評価制度及び給与制度の運用を推進すること。 

○ 少子高齢化社会を迎え、医療環境が大きく変化している中、医療需要を見極め、必要に応じた人
員数及び経験年数等を考慮した適正な人員配置を実施する。 

○ 適正かつ公正な人事評価制度の運用が図られるよう、人事評価制度の見直し・改良を行うとと
もに、評価者研修等を行い、評価スキルの平準化を図る。また人事評価が反映される給与制度の構
築を検討する。 

     

年度計画 
法人の自己評価 市の評価 

実施状況等（評定を付した理由） 評定 評定 評定を付した理由 

ａ 医師・看護師の負担を軽減するとともに、医療従事者の適切
な配置等を機動的に実施する。 

ａ 不足する職種の募集及び採用試験等を機動的に実施
した。 

３ ３ 不足する職種の随時
採用等により機動的な
人員配置に努め、医療
提供体制の確保を図っ
ている。 

人事評価制度におい
ては、研修により、評価
スキルの平準化に努め
ているが、評価に関す
る満足度は、計画値を
下回っている。 

ｂ 成果および職員の能力を反映した適正かつ公正な人事評価制
度を維持する。 

ｂ １月より職員の自己評価を開始し、２月に上席によ
る一次及び二次評価を実施し、人事評価制度維持に努
めた。 

ｃ 人事評価スキルの平準化を図るため、評価者研修を実施する。 ｃ ２月の人事評価依頼と同時に評価者研修（動画視聴）
を実施した。 

ｄ 職員の働きがい向上に繋がる給与制度の構築を模索する。 ｄ 人事評価による手当反映について、評価項目の見直
し及び評価者育成を行った。 

 ・ 成果指標は計画に未達だったが、前年度より向上して
おり、実施状況も前年度同等だったため、前年度の「市
の評価」である「３（計画を下回るが計画に近い）」と
した。 

     

種 別 番号 指 標 方向性 
2022 2023 2024 

実 績 実 績 計 画 実 績 達成率 増 減 

成 果 ① 仕事の成果や能力の適正な評価に関する満足度 ↗ 3.0 点 2.9 点 3.5 点以上 3.0 点 85.7% ＋0.1 点 

活 動 ❶ 人事考課評価者の研修等の回数 ↗ 1 回 1 回 1 回以上 1 回  ±0 回 
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項目別の状況  
     

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 
     

１ 法人としての運営管理体制の確立  ⑷ 計画的な研修体系の整備 
     

中期目標 中期計画 

○ 「生涯研修」という基本理念に基づく意欲的な自己研鑽、人
材育成、職員能力の向上を図るため、効率的かつ効果的な研修
体制を整備すること。 

○ また、専門的資格の取得促進を図ること。 

○ 部門、職種及び階層に応じて計画的に研修を実施するとともに、スキルアップ機会創出の為、外
部研修への参加を推進する。 

○ 特に医師や看護師については、専門性を向上させ質の高い医療を提供するため、専門医、認定看
護師などの資格取得を促進する。 

     

年度計画 
法人の自己評価 市の評価 

実施状況等（評定を付した理由） 評定 評定 評定を付した理由 

ａ 職務および職階に応じた研修会・講習会を計画的に実施する。 ａ 受講実績等を確認しつつ、計画的な実施を行った。 ４ ４ 職務や職階に応じた
研修を計画的に実施す
るとともに、院内学会
の実施を通して、院外
学会での発表に繋げ、
外部研修への参加の推
進に努めている。 

 また、医療スタッフ
の専門的な知識や技術
の習得の機会を与え、
人 材 育 成 に 努 め て い
る。 

 成果指標は、計画値
に達していないが、専
門資格取得者数は前年
度 を 上 回 る 状 況 に あ
る。 

ｂ 認定看護師の資格取得に向けて、受講者定数枠の拡充等柔軟
に対応する。 

ｂ 皮膚・排泄ケア及び認知症看護について、各１名が資
格取得した。 

ｃ 院外学会・研修等への参加機会を確保できる職場環境づくり
を継続する。 

ｃ 11 月に院内学会を開催し、ＳＮＳにて 15 演題発表
した。また、優秀演題ついては、全国自治体病院学会に
て発表を行った。 

 ・ 成果指標は計画に未達だったが、成果指標、実施状況
ともに前年度同等だったため、前年度の「市の評価」で
ある「４（計画を順調に実施している）」とした。 

     

種 別 番号 指 標 方向性 
2022 2023 2024 

実 績 実 績 計 画 実 績 達成率 増 減 

成 果 ① 学習や成長の機会に関する満足度 ↗ 3.4 点 3.5 点 4.0 点以上 3.4 点 85.0% ▲0.1 点 

活 動 

❶ 新規資格・認定取得者：医師 ↗ 3 人 5 人 4 人以上 5 人  ±0 人 

❷ 新規資格・認定取得者：看護師 ↗ 13 人 10 人 7 人以上 11 人  ＋1 人 
❸ 新規資格・認定取得者：診療技術職他 ↗ 6 人 7 人 2 人以上 11 人  ＋4 人 
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項目別の状況  
     

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 
     

１ 安定した経営基盤の構築  ⑴ 収益の確保と費用の節減 
     

中期目標 中期計画 

○ 診療報酬改定や医療制度改正等に対して迅速に対応するととも
に、診療報酬請求に係るチェック体制の強化、請求漏れや査定減の
防止に努めること。 

○ また、病床利用率の向上及び医療機器の効果的・効率的稼働を図
るなど、積極的な収益の確保に努めること。 

○ 費用においては、コスト管理を徹底するとともに、業務内容や実
施体制について効率的な見直しに努め、経費節減を図ること。 

○ 診療報酬改定や医療制度改定等に対して迅速に対応すると共に、診療報酬請求に係る減点および未収
金の発生防止に努め、収益を確保する。 

○ ベッドコントロール機能の維持・向上を図るとともに、効率的な医療機器運用による質の高い医療の
実践と収益の確保に努める。 

○ 費用においては、環境変化なども踏まえた対策の実施およびコスト管理の徹底などにより経費削減を
図る。 

     

年度計画 
法人の自己評価 市の評価 

実施状況等（評定を付した理由） 評定 評定 評定を付した理由 

ａ 令和６年度診療報酬改定については、ベースアップ評価料の対応
および地域包括医療病棟転換の検討等、収益確保に向けて組織横断
的に取り組む。 

a ベースアップ評価料については６月より算定し、職員の
賃金改善を図った。また、改定が減収となる見込みだった
ため、収益確保に向けＤＰＣ機能係数Ⅱの向上及び医師へ
新規入院患者受入の促進を図った。しかしながら、病床利
用率が改善せず、計画した収益が得られなかった。 

２ ２ 成果指標は、前年度
から改善したが、計画
値には達していない。 

診療報酬改定への対
応、未収金の発生防止
や 回 収 の 徹 底 等 に よ
り、収益の確保や費用
削減に努めながら、9 月
には収支改善計画を策
定し、取組を強化した
が、２年連続の赤字決
算となった。 

公立病院は全国的に
赤字経営の傾向にある
が、危機的状況を脱す
るため、収支改善計画
の取組を加速化し、市
との情報共有、協議も
踏まえ、経営基盤の安
定化に総力を挙げてい
ただきたい。 

ｂ 未収金については、発生防止のための取り組むとともに、回収を
徹底する。 

ｂ 未収金発生防止のため、患者対応マニュアルを作成し周
知した。未収患者に関しては他部署と情報を共有し、回収
のために面談、自宅訪問等を行った。 

ｃ 診療報酬請求の査定減については、保険診療委員会が中心となり
要因を把握し対策を実施する。 

ｃ 保険診療委員会では診療科ごとの査定傾向を把握し、査
定結果を医師へ報告し対策を立てた。結果、査定率は
0.23％となり、目標の 0.30％を下回った。 

ｄ 病床利用率の向上については、戦略的に取り組むべく、病床管理
委員会の更なる機能化を図る。 

ｄ 地域包括ケア病棟の転棟率や重症度及び医療・看護必要度
の基準の遵守等を考慮した病床管理を行った。また、よりタイ
ムリーなベッドコントロールを目的として、月次の病床管理
委員会を廃止し、日次の看護部ミーティングに変更した。 

ｅ 医療機器については、導入後の稼働状況を把握する。 ｅ 年度内に稼働状況を確認することはできなかった。な
お、次年度は医療機器選定委員会で実施予定。 

ｆ さらなる収益確保、経費削減のため、収支改善計画を策定し実施
する。 

ｆ ９月に収支改善計画を策定し、診療報酬算定強化や外来診察
日数の整理による非常勤医報酬の削減など一部実施を行った。 

 ・ 成果指標が計画に未達だったため、「２（計画を下回る）」
とした。 

     

種 別 番号 指 標 方向性 
2022 2023 2024 

実 績 実 績 計 画 実 績 達成率 増 減 

成 果 
① 経常収支比率 ↗ 100.0％ 91.6％ 100.0％以上 93.1％ 93.1％ ＋1.5ｐ 
② 修正医業収支比率 ↗ 86.3％ 84.4％ 95.0％以上 85.1％ 89.6％ ＋0.7ｐ 

活 動 
❶ 後発医薬品の使用数量割合 ↗ 87.6％ 90.8％ 85.0％以上 91.1％  ＋0.3ｐ 
❷ 消耗品・診療材料の定数配置の見直し回数 ↗ 1 回 1 回 1 回以上 1 回  ±0 回 
❸ ベンチマークによる診療材料価格交渉の実施回数 ↗ 1 回 2 回 1 回以上 0 回  ▲2 回 

参 考 
－ 営業収支比率 － 99.7％ 91.1％  92.9％  ＋1.8ｐ 
－ 回収委託債権（件数） － 148 件 21 件  11 件  ▲10 件 
－ 回収委託債権（額） － 1,685,082 円 786,640 円  805,511 円  ＋18,871 円 
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項目別の状況  
     

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 
     

１ 安定した経営基盤の構築  ⑵ 計画的な投資と財源確保 
     

中期目標 中期計画 

○ 建物や設備の改修、医療機器の整備・更新などの投資を行う
際は、その投資効果や投資後の収支への影響等を検討し、計画
的に行うこと。また、将来の設備投資に向けた財源の確保に努
めること。 

○ 費用対効果や投資後の収益化見込み、減価償却費への影響等を十分に検討し、効率的かつ効果
的な投資を行うとともに、将来必要となる設備投資に向けた財源確保に努める。 

     

年度計画 
法人の自己評価 市の評価 

実施状況等（評定を付した理由） 評定 評定 評定を付した理由 

ａ 費用対効果および投資後の収益化見込み、減価償却費への影
響等を考慮した予算を編成する。 

a 予算申請時に費用対効果などを明確にし、予算編成時
には購入予定機器の減価償却費も考慮した予算を編成
した。 

２ ２ 医療機器の整備・更
新 な ど の 投 資 に お い
て、費用対効果や投資
後の収支への影響を考
慮した予算編成に努め
ているが、購入後の効
果測定が前年度に引き
続 き 実 施 で き て い な
い。 

自己資本比率は、計
画値に達せず、前年度
より悪化している。 
 

ｂ 医療機器購入後の効果測定を一定時期に実施し、進行管理を
推進する。 

b 制度設計に留まり、年度内に効果測定を実施すること
はできなかった。なお、次年度は医療機器選定委員会で
実施予定。 

ｃ 補助金・助成金の情報収集を行い、活用する。 c 感染症指定医療機関運営費補助金及びオンライン資
格確認等の導入に係る助成金を活用した。また、病床削
減に伴う病床機能再編支援事業の単独支援給付金の申
請を行った。 

ｄ 未処分利益は建設改良を目的に積み立てる。 d 建設改良を目的に積み立てる財源を確保することが
できなかった。 

 ・ 成果指標が計画に未達だったため、「２（計画を下回
る）」とした。 

・ 「自己資本比率」が下がった要因としては、損益にお
いて損失計上となり自己資本が下がったことの影響が
大きい。 

     

種 別 番号 指 標 方向性 
2022 2023 2024 

実 績 実 績 計 画 実 績 達成率 増 減 

成 果 ① 自己資本比率 ↗ 33.0％ 32.5％ 33.0%以上 29.2％ 88.5% ▲3.3ｐ 

活 動 
❶ 医療機器現有調査の実施回数 ↗ 0 回 1 回 1 回以上 0 回  ▲1 回 
❷ 医療機器等導入後の効果測定の実施回数 ↗ 0 回 0 回 1 回以上 0 回  ±0 回 
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第４ 予算（人件費の見積もりを含む）、収支計画及び資金計画 

１．予 算＿2024（令和６）年度決算             （単位：千円） ２．収支計画＿2024（令和６）年度決算            （単位：千円） 

区 分 予算額 決算額 差 額 

営業収益 

医業収益 

運営費負担金収益 

その他の営業収益 

営業外収益 

運営費負担金収益 

その他の営業外収益 

資本的収入 

運営費負担金 

長期借入金 

その他の資本的収入 

その他の収入 

4,922,629 

4,713,334 

203,052 

6,243 

70,785 

23,262 

47,523 

560,240 

144,090 

416,150 

0 

0 

4,157,528 

3,944,677 

202,348 

10,503 

71,860 

23,968 

47,892 

411,491 

144,091 

267,400 

0 

3,650 

▲765,101 

▲768,657 

▲704 

4,260 

1,075 

706 

369 

▲148,749 

1 

▲148,750 

0 

3,650 

収入計 5,553,654 4,644,530 ▲909,124 

営業費用 

医業費用 

給与費 

材料費 

経費 

研究研修費 

一般管理費 

営業外費用 

資本的支出 

建設改良費 

償還金 

その他の資本的支出 

その他の支出 

4,779,193 

4,578,592 

2,664,096 

1,001,024 

895,545 

17,927 

200,601 

64,999 

828,505 

416,152 

412,353 

0 

0 

4,282,763 

4,109,790 

2,464,514 

777,099 

859,251 

8,926 

172,972 

60,161 

687,108 

274,756 

412,352 

0 

1,891 

▲496,430 

▲468,801 

▲199,582 

▲223,925 

▲36,294 

▲9,001 

▲27,629 

▲4,838 

▲141,397 

▲141,396 

▲1 

0 

1,891 

支出計 5,672,697 5,031,922 ▲640,774 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、単数において合計とは一致しないものがあります。 

区 分 予算額 決算額 差 額 

収益の部 5,128,028 4,380,772 ▲747,256 

営業収益 

医業収益 

運営費負担金収益 

補助金等収益 

寄付金収益 

資産見返運営費負担金戻入 

資産見返補助金等戻入 

資産見返寄附金戻入 

資産見返物品受贈額戻入 

営業外収益 

運営費負担金収益 

その他の営業外収益 

臨時収益 

5,057,315 

4,709,436 

203,052 

6,243 

0 

102,310 

36,274 

0 

0 

70,713 

23,262 

47,451 

0 

4,298,416 

3,944,677 

202,348 

10,503 

0 

107,481 

33,353 

53 

0 

73,547 

23,968 

49,579 

8,809 

▲758,899 

▲764,759 

▲704 

4,260 

0 

5,171 

▲2,920 

53 

0 

2,834 

706 

2,128 

8,809 

費用の部 5,128,028 4,698,326 ▲429,702 

営業費用 

医業費用 

給与費 

材料費 

経費 

減価償却費 

資産減耗費 

研究研修費 

一般管理費 

営業外費用 

臨時損失 

5,063,247 

4,864,772 

2,628,566 

910,022 

958,665 

349,165 

2,000 

16,354 

198,475 

64,681 

100 

4,634,747 

4,452,368 

2,453,634 

777,099 

872,356 

338,508 

1,844 

8,926 

182,378 

61,689 

1,891 

▲428,500 

▲412,404 

▲174,932 

▲132,923 

▲86,309 

▲10,656 

▲156 

▲7,428 

▲16,097 

▲2,993 

1,791 

純利益（又は純損失） 0 ▲317,553 ▲317,553 

目的積立金取崩額 0 0 0 

純利益（又は総損失） 0 ▲317,553 ▲317,553 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、単数において合計とは一致しないものがあります。 
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３．資金計画＿2024（令和６）年度決算                             （単位：千円） 

区 分 予算額 決算額 差 額 

資金収入 6,538,654 5,448,040 ▲1,090,614 

業務活動による収入 

診療業務による収入 

運営費負担金による収入 

その他の業務活動による収益 

投資活動による収入 

運営費負担金による収入 

その他の投資活動による収入 

財務活動による収入 

長期借入による収入 

その他の財務活動による収入 

前事業年度からの繰越金 

4,993,414 

4,713,334 

226,314 

53,766 

144,090 

144,090 

0 

416,150 

416,150 

0 

985,000 

4,168,727 

3,920,554 

226,316 

21,857 

145,660 

144,091 

1,569 

267,400 

267,400 

0 

866,253 

▲824,687 

▲792,780 

2 

▲31,909 

1,570 

1 

1,569 

▲148,750 

▲148,750 

0 

▲118,747 

資金支出 6,538,654 5,448,040 ▲1,090,615 

業務活動による支出 

給与費支出 

材料費支出 

その他の業務活動による支出 

投資活動による支出 

有形固定資産の取得による支出 

その他の投資活動による支出 

財務活動による支出 

長期借入金の返済による支出 

移行前地方債償還債務の償還による支出 

その他の財務活動による支出 

翌事業年度への繰越金 

4,822,298 

2,832,719 

1,001,024 

988,555 

616,152 

412,731 

203,421 

434,247 

139,000 

273,353 

21,894 

665,957 

4,251,694 

2,564,488 

775,492 

911,714 

163,766 

158,821 

4,945 

434,245 

138,999 

273,353 

21,894 

598,334 

▲570,604 

▲268,231 

▲225,532 

▲76,841 

▲452,386 

▲253,910 

▲198,476 

▲2 

▲1 

0 

0 

▲67,623 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、単数において合計とは一致しないものがあります。 
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第５ 短期借入金の限度額 

中期計画 年度計画 実施状況 

１ 限度額 1,000 百万円とする。 
２ 想定される短期借入金の発生理由 

予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等、
偶発的な出費への対応や賞与の支給等一時的な資
金不足への対応を想定している。 

１ 限度額 1,000 百万円とする。 
２ 想定される短期借入金の発生理由 

予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等、
偶発的な出費への対応や賞与の支給等一時的な資
金不足への対応を想定している。 

・ 2024 年度は年度計画で想定していた短期借入金を
要する資金不足の状況は発生せず、事業資金は自己
資金で賄った。 

 
第６ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供しようとするときは、その計画 

中期計画 年度計画 実施状況 

なし なし 該当なし 

 
第７ 剰余金の使途 

中期計画 年度計画 実施状況 

・ 計画期間中の毎事業年度の決算において剰余を生
じた場合は、病院施設・設備の整備・改修、医療機
器等の購入、長期借入金の償還、人材確保事業及び
人材育成事業の充実に充てる。 

・ 決算において剰余を生じた場合は、病院施設・設
備の整備・改修、医療機器等の購入、長期借入金の
償還、人材確保事業及び人材育成事業の充実に充て
る。 

・ 2024 年度決算において生じた剰余はなかった。 
 

 
第８ 地方独立行政法人筑後市病院の業務運営等に関する規則（2010 年筑後市規則第 45 号）第６条に定める事項 

中期計画 年度計画 実施状況 

１ 施設及び設備に関する計画 
（2023 年度から 2026 年度まで） 

 

施設及び設備の内容 予定額（税抜） 

病院施設・設備の整備 総額 519 百万円 

医療機器の整備・更新 総額 870 百万円 

（注）金額については見込みである。 
 

１ 施設及び設備に関する計画 
（2024 年度） 

 

 
 

施設及び設備の内容 予定額（税抜） 

病院施設・設備の整備 総額 234 百万円 

医療機器の整備・更新 総額 144 百万円 

１ 施設及び設備に関する実績 
（2024 年度） 

 

 

施設及び設備の内容 決定額 

病院施設・設備の整備 総額 123 百万円 

医療機器の整備・更新 総額 127 百万円 
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項目別の状況  
     

第９ その他業務運営に関する重要事項 
     

１ 今後の検討課題  ⑴ 保健機関との連携 
     

中期目標 中期計画 

○ 市民の健康増進を図るため、市などの保健機関と連携・協力
して各種検診における役割を担うとともに、生活習慣病の発症
予防及び重症化防止に取り組むこと。 

○ なお、取り組みにあたっては、新型コロナウイルス感染拡大
による各種検診への影響を考慮しながら進めること。 

○ 市民の健康増進のため、市などの機関と連携・協力し、特定健診をはじめとした各種検診および
生活習慣病などについての情報発信を行う。 

○ 人間ドックの実施など、生活習慣病の発症予防及び重症化防止のための取組を継続し、予防医
療を推進する。 

     

年度計画 
法人の自己評価 市の評価 

実施状況等（評定を付した理由） 評定 評定 評定を付した理由 

ａ 生活習慣について市民に啓発を図るため、当院の広報媒体で
がんのリスクおよび検診の受診方法、特定健診について情報を
発信する。また広報誌「いずみ」で高血圧、高血糖、脂質異常の
リスクについて情報を発信する。 

ａ 広報誌では、「糖尿病性黄斑浮腫」、「糖尿病と肥満」
等の記事を掲載し、生活習慣改善の重要性を周知した。
また、インスタグラムにおいても、特定健診や特定保健
指導の情報を発信し、受診勧奨を行った。 

３ ３ 成果指標は、前年度
より 3.7 ポイント上昇
しているが、計画値に
達していない。 

広報誌や講座等を通
じた健康増進のための
情報発信のほか、市な
どの保健機関と連携し
た住民検診や保健指導
の 実 施 や 受 診 勧 奨 な
ど、市民の生活習慣病
の発症予防、重症化防
止のための取組を継続
している。 

 

ｂ 地域住民の健康の保持・増進に寄与するため、健康講座を実
施する。 

ｂ ２月に地域公開講座開催し、市民への啓発活動を行
った（118 名参加）。なお、当日会場に入れなかった方
については、１階ロビーでＳＮＳを使用したライブ配
信を行った。 

ｃ 健診委員会等で、特定検診未受診者へのアプローチを検討し、
実施する。 

ｃ 特定健診未受診者への個別アプローチは難しいた
め、特定健診の重要性や生活習慣に関する情報発信を、広
報誌及びＳＮＳで４回行った。 

ｄ 住民検診を継続し、管理栄養士による特定保健指導を実施す
る。 

ｄ 住民検診を 339 件実施した。また、特定保健指導は
積極的支援２名、動機付け支援４名を実施した。当院職
員の定期健診に係る指導に留まっており、他事業所の
受託健診に係る指導までには至っていない。 

ｅ 感染状況をみながら糖尿病教室を実施する等、糖尿病患者へ
の食事改善の啓発のみならず、外科系の患者への栄養指導の拡
充を図る。 

ｅ 外来糖尿病教室を年 10 回開催し、栄養指導依頼のチ
ラシ作成や個別に外科系医師へ依頼を行い、拡充に努
めた。 

 ・ 成果指標は計画に未達だったが、前年度より向上して
おり、実施状況も前年度同等だったため、前年度の「市
の評価」である「３（計画を下回るが計画に近い）」と
した。 

     

種 別 番号 指 標 方向性 
2022 2023 2024 

実 績 実 績 計 画 実 績 達成率 増 減 

成 果 ① 特定健診の前年度未受診者の受診率 ↗ 13.6％ 13.8％ 25.0％以上 17.5％ 70.0% ＋3.7ｐ 

活 動 

❶ 特定健診等に関する情報発信回数 ↗ 2 回 2 回 2 回以上 4 回  ＋2 回 

❷ 健康に関する生活習慣の改善に関する情報発信回数 ↗ 6 回 10 回 5 回以上 4 回  ▲6 回 
❸ 食事関連指導件数 ↗ 1,333 件 1,483 件 1,300 件以上 1,436 件  ▲47 件 
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項目別の状況  
     

第９ その他業務運営に関する重要事項 
     

１ 今後の検討課題  ⑵ 今後の検討課題 
     

中期目標 中期計画 

○ 地域に必要とされる新規事業の検討や今後の法人のめざすべ
き姿については、新型コロナウイルス感染症や「医師の働き方
改革」の影響を見定めながら、他の医療機関との連携のあり方
を含め、設置者である市とともに引き続き協議・検討していく
こと。 

○ 新型コロナウイルス感染症への対応を継続しつつ、新興感染症拡大時の対応について市との連
携強化を図る。 

○ 「地域医療構想調整会議」の結果を踏まえ、地域に必要とされる医療を提供するため、「医師の
働き方改革」への対応、地域の医療機関との機能分化・連携強化や、新規事業の検討等について、
定期的に市と協議・検討を行う場を設ける。 

     

年度計画 
法人の自己評価 市の評価 

実施状況等（評定を付した理由） 評定 評定 評定を付した理由 

ａ 新型コロナウイルス感染症については、公立病院として求め
られる医療を提供する。 

ａ 発熱外来を継続し、118 人の入院を受け入れた。 ４ ４ 市 や 関 係 医 療 機 関
と、病院の経営状況や
地域医療のあり方等に
ついて協議、共有を図
り、新興感染症対策に
おける連携も進めてお
り、指標は計画値に達
している。 

地域の中核となる公
的医療機関として、持
続可能な医療提供体制
の確保と経営基盤の強
化に向け、地域の医療
機関との機能分化、連
携強化等、今後の法人
の目指すべき姿につい
て、継続して市と協議
検討を行ってもらいた
い。 

 

ｂ 新興感染症の対応として、市の健康づくり課と協議の場を設
ける。 

ｂ 保健所と合同の新型インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）の受
入対応訓練に市の健康づくり課にも参加してもらい、
情報共有を行った。 

ｃ 筑後市立病院運営調整委員会で病院経営について協議する。 ｃ 2023 年度の決算状況を報告するとともに、収支改善
に関する意見交換を行った。 

ｄ 「医師の働き方改革」への対応および公立八女総合病院等と
の連携、病児保育事業、感染対策等については、市の担当者と
業務レベルでの積極的な協議を実施する。 

ｄ 病院経営、他医療機関との連携及び病児保育事業に
おいて、密に市の担当者と連絡を取り、協議を行った。 

ｅ 法令で定められた市長への書類提出の際等に合わせて、市長・
理事長同士の意見交換を実施する。 

ｅ 病院の経営状況や地域医療のあり方について、意見
交換を行った。 

 ・ 成果指標が計画に達したため、「４（計画を順調に実
施している）」とした。 

     

種 別 番号 指 標 方向性 
2022 2023 2024 

実 績 実 績 計 画 実 績 達成率 増 減 

成 果 ① 市との定例協議の開催回数 ↗ 4 回 2 回 2 回以上 2 回 100.0% ±0 回 

活 動 
❶ 感染症病床数 ↗ 2 床 2 床 2 床 2 床  ±0 床 
❷ 市担当者との協議会の開催回数 ↗ 1 回 2 回 2 回以上 2 回  ±0 回 

     

 

 


